
賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の概要


　　
　　統計法に基づく統計情報の提供　

○行政機関等が統計の作成を行う場合には、調査票情報を２次利用することができる。


○厚生労働省の担当者と事前相談（１ヵ月程度）を行った上で、利用目的を付して申出を行い、審査を経て、調査票情報（生データ）の提供を受けた。


○提供された情報の利用期間は、使用許可日より原則1年未満。利用後はその成果を厚生労働省に報告する。


○前年調査の調査票データ提供の申出は、厚生労働省が調査（全国）結果を公表した後に行うことができる。
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情報の


提供





《提供を受けたデータ》


・大阪府内の常用雇用労働者10人以上事業所の


正社員のデータ


（雇用期間の定めの有る者、短時間労働者は除く。）





(２)　調査票データの入手











《目的》統計法に基づく指定統計調査


　主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を労働者の雇用形態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにすること。


○調査実施　6月1日から30日までの1ヶ月間の賃金等を7月1日から31日に調査。賞与は、前年1月1日から12月31日の1年間。


○公表の時期　調査実施の翌年3月頃


（平成２１年分は平成２２年２月24日公表）


○調査対象者　常用雇用労働者５人以上の事業所


　（主な集計は常用雇用労働者10人以上によるものを公表）











◆事業所単位のデータ


【調査事業所：1,884事業所分】


○産業分類番号（大分類、中分類）


○常用労働者のうち正社員・正職員の労働者数


　　○企業全体の常用労働者数（区分のみ）


　　○新規学卒者の初任給及び採用人員





◆個人単位のデータ


【調査実人員：30,872人分、母集団復元後：129.9万人分】


○性別　○最終学歴


○年齢　○勤続年数


○労働者の種類


（生産労働者or事務等）※建設業、製造業等に限定


○役職番号


（部長級、課長級、係長級、非役職）


※企業規模常用労働者100人以上の事業所のみ


○職種番号


（技術士、システム・エンジニア等の「技術職相当」）


　　　○きまって支給する現金給与額


　　　　※通勤手当の分離はできない


○超過労働給与額


○前年1年間の賞与、期末手当等特別給与額


○復元倍率




















